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令和４年度むつ市水道事業会計決算審査意見書の提出について  

 

 

 地方公営企業法第３０条第２項の規定に基づき、審査に付された令和４

年度むつ市水道事業会計の決算について審査した結果、次のとおり意見書

を提出します。  
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令和４年度むつ市水道事業会計決算審査意見書 

 

１ 審査の対象 

  令和４年度むつ市水道事業会計決算 

 

 

２ 審査の期間 

  令和５年６月２１日から令和５年８月１５日まで 

 

 

３ 審査の方法 

  審査に当たっては、「むつ市監査基準」に準拠し、水道事業の経営が経済性

を発揮するとともに、公共の福祉の増進に努めているかに主眼をおき、提出さ

れた決算報告書、財務諸表及びその他の付属書類が、地方公営企業法及びその

他の関係法令に準拠して適切に処理されているか調査し、併せて、事業の経営

成績及び財政状態が適正に表示されているかについて審査した。 

 

 

４ 審査の結果 

  審査に付された決算報告書、財務諸表及びその他の付属書類は、地方公営企

業法及びその他の関係法令に準拠して作成され、その計数は正確であり、経営

成績及び財政状態を適正に表示しているものと認めた。 
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５  審査意見  

令和４年度水道事業会計決算は、収益的収入及び支出では、消費税及び地方

消費税を含んだ決算額で、水道事業収益は 1,765,411,430 円、水道事業費用は

1,690,011,530 円となっている。  

税抜き決算額では、水道事業収益は 1,649,852,185 円で、令和３年度と比較

して 20,620,715 円（1.3％）の増加、水道事業費用は 1,605,542,834 円で、令

和３年度と比較して 78,964,225 円（ 5 . 2％）の増加となっている 。  

この結果、純利益は 44,309,351円で、令和３年度より 58,343,510円（ 56.8％）

の減少となっている。  

 

経営の概況については、水道事業収益において給水収益は 163,974,460 円

（12.5％）の減少となっている。  

主な要因として、 令和４年度新型コロナウイルス感染症に係る経済対

策とし基本料金３か月減免の実施、長期前受金戻入額過年度分収益化額の

減少である。  

一方、 新型コロナウイルス感染症に係る経済対策として基本料金３か

月減免分及び消火栓維持分として、一般会計負担金が令和３年度と比較し

て 147,614,765 円（322.9％）増加となり、減収分を補塡しているほか、長期

前受金戻入が 35,302,561 円（ 13.7％）増加となっている。  

水道事業費用では、主に物件費が 17,887,380 円（5.3％）、動力費が 21,281,206

円（38.1%）、その他の営業費用が 22,837,773 円（120.6％）増加となっている。 

その主な要因として、配水管に繋がる給水管の老朽化に伴う修繕件数の増加、

社会情勢の影響によるエネルギー価格の高騰及び脇野沢地区の配水管の布設替

工事に伴い古い水道管を固定資産除却した際に減価償却されていない額を計上

したことによるものである。 

災害等による特別損失が 1,817,995 円（ 98.3％）、企業債利息が 16,492,414

円（9.8％）の減少となっている。  

 

業務の概況については、料金徴収の対象となった水量を示す年間有収水量が

5,177,097 ㎥で、令和３年度と比較して 158,300 ㎥（ 3.0％）の減少、年

間給水量に対する年間有収水量の割合を示す有収率が 78.3％で令和３年

度とほぼ同率となっている。  
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資本的収入及び支出では、消費税及び地方消費税を含んだ決算額で、

資本的収入は 631,808,857 円、資本的支出は 1,443,508,235 円となって

いる。 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 811,699,378 円は、令和４年度分

消費税及び地方消 費税資本的収支調 整額 30,155,772 円、減債積立金

102,652,861 円及び過年度分損益勘定留保資金 673,692,339 円及び当年度

分損益勘定留保資金 5,198,406 円で補塡している。  

 

建設改良工事の概況については、平成２３年度から実施している西通地区簡

易水道統合事業を水道管路緊急改善事業及び水道施設整備事業の２事業とし

て、平成２９年度から７か年計画で実施している。 

水道管路緊急改善事業は、脇野沢九艘泊地区において配水管布設替工事及び

同布設替工事の実施設計業務委託を実施している。  

水道施設整備事業は、脇野沢本村地区減圧弁設置工事及び配水管布設替工事

に伴う給水管切替工事を行い、川内地区八木沢浄水場から脇野沢本村及び九艘

泊地区まで、水道水が供給されている。 

この事業の平成２９年度から令和４年度末までの進捗率は水道管路緊急改善

事業が 62.0％、水道施設事業が 74.4％となっている。 

  また、令和３年８月９日むつ市・風間浦村豪雨災害により被災した大畑地区

の小赤川橋水管橋については、災害復旧仮設配管工事及び本配管工事が完了し

ている。  

 

  今後において、給水人口の減少等による給水収益の減収やエネルギー価格高

騰に伴う原水及び浄水費用の増加等により、経営面への影響が懸念されるが、

「むつ市水道ビジョン」及び「むつ市水安全計画」に基づく施設の適切な維持

管理及び効果的な投資を図りながら、効率的経営による収益の確保に努め、安

全で安定的な水道サービスが持続されることを望む。 
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令和４年度むつ市水道事業会計決算審査概要  

 

１ 予算執行状況 

 

⑴ 収益的収入及び支出 

収　入

予 算 額 決 算 額
予 算 額 に 対 す る
決 算 額 の 増 減 額

執 行 率

1,765,170,000 1,765,411,430 241,430 100.0

営 業 収 益 1,287,101,000 1,275,637,077 △ 11,463,923 99.1

営 業 外 収 益 474,981,000 486,608,758 11,627,758 102.4

特 別 利 益 3,088,000 3,165,595 77,595 102.5

水 道 事 業 収 益

（単位：円、％）

区 分

内

訳

 

 

支　出

予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率

1,703,415,000 1,690,011,530 13,403,470 99.2

営 業 費 用 1,497,884,000 1,487,059,082 10,824,918 99.3

営 業 外 費 用 204,531,000 202,919,355 1,611,645 99.2

特 別 損 失 1,000,000 33,093 966,907 3.3

内

訳

（単位：円、％）

区 分

水 道 事 業 費 用

 

 

 収益的収入の決算額は 1,765,411,430 円で、予算額に対する執行率は 100.0％となってい

る。 

 このうち、営業収益は 1,275,637,077 円で執行率 99.1％、営業外収益は 486,608,758 円

で執行率 102.4％、特別利益は 3,165,595 円で執行率 102.5％である。 

 収益的支出の決算額は 1,690,011,530 円で、予算額に対する執行率は 99.2％となってい

る。 

 このうち、営業費用は 1,487,059,082 円で執行率 99.3％、営業外費用は 202,919,355 円

で執行率 99.2％、特別損失は 33,093 円で執行率 3.3％である。 

 

 

 

 



- 12 - 

⑵ 資本的収入及び支出 

収　入

予 算 額 決 算 額
予 算 額 に 対 す る
決 算 額 の 増 減 額

執 行 率

689,139,000 631,808,857 △ 57,330,143 91.7

企 業 債 394,700,000 330,100,000 △ 64,600,000 83.6

一 般 会 計 負 担 金 179,325,000 178,566,000 △ 759,000 99.6

国 庫 補 助 金 77,714,000 77,714,000 0 100.0

工 事 負 担 金 37,400,000 45,428,857 8,028,857 121.5

一 般 会 計 出 資 金 0 0 0 -

固 定 資 産
売 却 代 金

0 0 0 -

（単位：円、％）

区 分

資 本 的 収 入

内

訳

 

 

支　出

予 算 額 決 算 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

1,578,612,339 1,443,508,235 22,552,316 112,551,788

建 設 改 良 費 705,722,339 570,618,948 22,552,316 112,551,075

企 業 債 償 還 金 872,890,000 872,889,287 0 713

執行率

91.4

80.9

（単位：円、％）

100.0

資 本 的 支 出

内

訳

区 分

 

（注） ｢(１)収益的収入及び支出｣及び｢(２)資本的収入及び支出｣の決算額は、消費税込み

の額である。 

 資本的収入の決算額は 631,808,857 円で、予算額に対する執行率は 91.7％となっている。 

  このうち、企業債は 330,100,000 円で、その内訳は、水道管路緊急改善事業が 62,600,000

円、緊急時給水拠点確保事業が 160,800,000 円、水道施設整備事業が 27,000,000 円、配水

管整備事業が 8,000,000 円、その他建設改良費が 50,700,000 円、災害復旧費が 21,000,000

円となっている。 

 一般会計負担金 178,566,000 円は、消火栓新設工事費が 5,170,000 円、統合水道等に要す

る経費としての企業債償還元金が 173,396,000 円にそれぞれ充当している。 

国庫補助金 77,714,000 円は、水道管路緊急改善事業が 11,044,000 円、緊急時給水拠点確

保事業が 53,201,000 円、災害復旧費が 13,469,000 円に充当している。 

工事負担金 45,428,857 円は、配水管整備事業に充当している。 

資本的支出の決算額は 1,443,508,235 円で、予算額に対する執行率は 91.4％となってい

る。 

このうち、建設改良費は 570,618,948 円で、その内訳は、水道管路緊急改善事業費が
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88,218,352 円、緊急時給水拠点確保事業が 214,280,000 円、水道施設整備事業費が

31,669,000 円、配水管整備事業費が 79,420,000 円、その他の建設改良費が 114,158,000 円、

営業設備費が 6,144,596 円、災害復旧費が 36,729,000 円である。 

企業債償還金は 872,889,287 円で、企業債の元金償還に支出したものである。 

この結果、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 811,699,378 円は、令和４年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 30,155,772 円、減債積立金 102,652,861 円及

び過年度分損益勘定留保資金 673,692,339 円、損益勘定留保資金 5,198,406 円で補塡してい

る。 
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２ 経営状況 

 

⑴ 経営成績 

 

   水道事業収益  １，６４９，８５２，１８５円 

   水道事業費用  １，６０５，５４２，８３４円 

   差  引  額     ４４，３０９，３５１円 

 

令和４年度の経営成績は 44,309,351 円の純利益を生じた決算となっている。 

これを、令和３年度と比較すると 58,343,510 円（56.8％）の減少となっている。 

経営成績の推移は、次表のとおりである。 

金 額 増 減 率

1,649,852,185 1,629,231,470 20,620,715 1.3

営 業 収 益 1,160,112,311 1,320,734,840 △ 160,622,529 △ 12.2

営 業 外 収 益 486,574,279 303,640,479 182,933,800 60.2

特 別 利 益 3,165,595 4,856,151 △ 1,690,556 △ 34.8

1,605,542,834 1,526,578,609 78,964,225 5.2

営 業 費 用 1,443,479,845 1,346,855,946 96,623,899 7.2

営 業 外 費 用 162,031,770 177,873,449 △ 15,841,679 △ 8.9

特 別 損 失 31,219 1,849,214 △ 1,817,995 △ 98.3

44,309,351 102,652,861 △ 58,343,510 △ 56.8差引額（Ａ）－（Ｂ）

令 和 ４ 年 度

（単位：円、％）

水 道 事 業 収 益 （ Ａ ）

令 和 ３ 年 度

前 年 度 比 較

区分

内

訳

水 道 事 業 費 用 （ Ｂ ）

内

訳

 

ア 水道事業収益 

水道事業収益は 1,649,852,185 円で、令和３年度と比較して 20,620,715 円（1.3％）

の増加となっている。 

 

(ｱ) 営業収益 

営業収益は 1,160,112,311 円で、令和３年度と比較して 160,622,529 円

（12.2％）の減少である。 

これは主に、給水収益が 163,974,460 円（12.5％）減少したことによるもので

ある。 
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(ｲ) 営業外収益 

営業外収益は 486,574,279 円で、令和３年度と比較して 182,933,800 円

（60.2％）の増加となっている。 

これは主に、負担金が 147,614,765 円（322.9％）、長期前受金戻入が、35,302,561

円（13.7％）増加したことによるものである。 

 

(ｳ) 特別利益 

特別利益は 3,165,595 円で、令和３年度と比較して 1,690,556 円（34.8％）の

減少となっている。 

これは、固定資産税売却益の皆減、その他特別利益が 1,694,056 円（34.9％）

減少したことによるものである。 

 

イ 水道事業費用 

   水道事業費用は 1,605,542,834 円で、令和３年度と比較して 78,964,225 円（5.2％）

の増加となっている。 

 

(ｱ) 営業費用 

営業費用は 1,443,479,845 円で、令和３年度と比較して 96,623,899 円（7.2％）

の増加となっている。 

これは主に、物件費が 17,887,380 円（5.3％）、動力費が 21,281,206 円（38.1％）、

その他の営業費用が 22,837,773 円（120.6％）増加したことによるものである。 

 

(ｲ)  営業外費用 

営業外費用は 162,031,770 円で、令和３年度と比較して 15,841,679 円（8.9％）

の減少となっている。 

支払利息が 16,492,414 円（9.8％）減少したことによるものである。 

 

(ｳ) 特別損失 

特別損失は 31,219 円で、令和３年度と比較して 1,817,995 円（98.3％）の減

少となっている。 

これは、過年度損益修正損が減少したことによるものである。  
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⑵ 業務実績 

 

ア 給水の状況 

 

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 増 減 率

給 水 区 域 内 人 口 Ａ ( 人 ) 53,184 54,223 △ 1,039 △ 1.9

給 水 人 口 Ｂ ( 人 ) 50,098 51,137 △ 1,039 △ 2.0

給 水 戸 数 ( 戸 ) 24,002 24,196 △ 194 △ 0.8

普 及 率 Ｂ / Ａ × 100 ( ％ ) 94.2 94.3 △ 0.1 △ 0.1

年 間 給 水 量 Ｃ ( ㎥ ) 6,613,439 6,810,907 △ 197,468 △ 2.9

１ 人 １ 日 平 均 給 水 量 ( ℓ ) 362 365 △ 3 △ 0.8

年 間 有 収 水 量 Ｄ ( ㎥ ) 5,177,097 5,335,397 △ 158,300 △ 3.0

有 収 率 Ｄ / Ｃ × 100 ( ％ ) 78.3 78.3 0.0 －

区 分

 

 

給水人口は 50,098 人、給水戸数は 24,002 戸で、令和３年度と比較して、給水人口が

1,039 人（2.0％）の減少、給水戸数が 194 戸（0.8％）の減少となっている。 

普及率は、給水区域内人口 53,184 人に対して 94.2％で、令和３年度と比較して 0.1 ポ

イント低下している。 

年間給水量は 6,613,439 ㎥で、令和３年度と比較して 197,468 ㎥（2.9％）の減少とな

っている。 

年間有収水量は 5,177,097 ㎥で、令和３年度と比較して 158,300 ㎥（3.0％）の減少と

なっている。 

また、有収率（年間給水量に対する年間有収水量の割合）は 78.3％で、令和３年度と

ほぼ同率となっている。 

一方、給水人口１人１日当たり給水量は 362Ⅼで、令和３年度と比較して 3Ⅼ（0.8％）

の減少となっている。 
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イ 施設の利用状況 

 

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 増 減 率

１ 日 給 水 能 力 (Ａ) 24,816 24,816 0 0.0

１ 日 平 均 給 水 量 (Ｂ) 18,118 18,660 △ 542 △ 2.9

１ 日 最 大 給 水 量 (Ｃ) 23,900 24,446 △ 546 △ 2.2

施 設 利 用 率 (Ｂ/Ａ) 73.0 75.2 △ 2.2 －

最 大 稼 働 率 (Ｃ/Ａ) 96.3 98.5 △ 2.2 －

負 荷 率 (Ｂ/Ｃ) 75.8 76.3 △ 0.5 －

区 分

（単位：㎥、％）

 

 

１日給水能力は 24,816 ㎥で、これに対して１日平均給水量は 18,118 ㎥となっている。 

施設利用率は 73.0％で、令和３年度と比較して 2.2 ポイント低下している。 

また、１日最大給水量は 23,900 ㎥で、令和３年度と比較して 546 ㎥（2.2％）の減少、

最大稼働率は 96.3％で、令和３年度と比較して 2.2 ポイント低下している。 
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ウ 料金及び原価等について 

 

１戸当たり平均給水量及び平均水道料金

区 分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 増 減 率

１ 戸 当 た り 平 均 給 水 量 215.7㎥ 220.5㎥ △4.8㎥ △ 2.2

１ 戸 当 た り 平 均 水 道 料 金 47,931円 54,324円 △6,393円 △ 11.8
 

年 間 有 収 水 量

給 水 戸 数

給 水 収 益

給 水 戸 数

【算式】

１ 戸 当 た り 平 均 給 水 量 ＝

１戸当たり平均水道料金 ＝

 

供給単価及び給水原価の状況

区 分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 増 減 率

１ ㎥ 当 た り の 供 給 単 価 222円22銭 246円36銭 △24円14銭 △ 9.8

１ ㎥ 当 た り の 給 水 原 価 253円55銭 237円50銭 16円05銭 6.8

差 引 △31円33銭 8円86銭 △40円19銭 －
 

給 水 収 益

年 間 有 収 水 量

材　　料
売却原価

＋
附　帯
工事費 )

年 間 有 収 水 量

受　託
工事費

＋経常費用（※ ）－ (

【算式】

供 給 単 価 ＝

給 水 原 価 ＝

 

（※算出に当たっては、経常費用のうち減価償却費から長期前受金戻入見合いの分を除く。） 

  

１戸当たりの平均給水量は 215.7 ㎥で、令和３年度と比較して 4.8 ㎥（2.2％）の減少

となっている。 

平均水道料金は、47,931 円で、令和３年度と比較して 6,393 円（11.8％）の減少とな

っている。 

また、１㎥当たりの供給単価 222 円 22 銭に対し、１㎥当たりの給水原価は 253 円 55 銭

となっており、その差額は 31 円 33 銭となっている。 
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３ 建設改良費の概要 

（単位：％、円）

区 分

工 事 名 等 施 工 内 容 工 事 費 施 工 内 容 工 事 費

水 道 管 路 緊 急 改 善 事 業
○ 工事費
○ 事務費

88,218,352
○ 工事費
○ 事務費

290,806,815

水 道 施 設 整 備 事 業
○ 工事費
○ 設計、調査費等

31,669,000
○ 工事費
○ 設計、調査費等

74,745,000

配 水 管 整 備 事 業
○ 配水管布設工事費
○ 消火栓設置工事費
○ 設計、調査費等

79,420,000
○ 配水管布設工事費
○ 消火栓設置工事費
○ 設計、調査費等

58,531,000

そ の 他 建 設 改 良 費
○ 水源施設改良費
○ その他建設改良費
○ 設計、調査費等

114,158,000
○ 水源施設改良費
○ その他建設改良費
○ 設計、調査費等

121,312,400

営 業 設 備 費
○ 量水器費
○ 機械器具購入費
○ 車両購入費

6,144,596
○ 量水器費
○ 機械器具購入費
○ 車両購入費

4,815,062

緊急時給水拠点確保事業費 ○ 工事費 214,280,000 0

災 害 復 旧 費 ○ 工事費 36,729,000 0

建 設 改 良 費 計 570,618,948 計 550,210,277

対 前 年 度 増 減 額 20,408,671 対 前 年 度 増 減 率 3.7

令和４年度 令和３年度

 
（注） 消費税込みの額である。 

 

建設改良費では、水道管路緊急改善事業費 88,218,352 円、水道施設整備事業費

31,669,000 円、配水管整備事業費 79,420,000 円、その他建設改良費 114,158,000 円、営

業設備費 6,144,596 円、緊急時給水拠点確保事業費 214,280,000 円及び災害復旧費

36,729,000 円の事業を実施している。 

  

建設改良費全体では 570,618,948 円で、令和３年度と比較して 20,408,671 円（3.7％）

の増加となっている。 

増加となったものは、配水管整備事業費 20,889,000 円（35.7％）、緊急時給水拠点確

保事業費 214,280,000 円（皆増）、災害復旧費 36,729,000 円（皆増）である。 

一方、減少となったものは、水道管路緊急改善事業 202,588,463 円（69.7％）、水道施

設整備事業費 43,076,000 円（57.6％）、その他建設改良費 7,154,400 円（5.9％）である。 
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４ 財政状態 

 

資産、負債及び資本の状況は、次表のとおりである。 

金 額 増 減 率

資 産 18,779,375,069 19,346,567,933 △ 567,192,864 △ 2.9

負 債 14,962,746,863 15,574,249,640 △ 611,502,777 △ 3.9

資 本 3,816,628,206 3,772,318,293 44,309,913 1.2

区 分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度
前 年 度 比 較

（単位：円、％）

 

⑴ 資 産 

資産の期末現在高は 18,779,375,069 円で、令和３年度と比較して 567,192,864 円

（2.9％）の減少となっている。 

その内訳は、固定資産が 17,801,665,644 円（資産に対する構成割合 94.8％）、流動

資産が 977,709,425 円（同割合 5.2％）である。 

 

ア 固定資産 

固定資産は、令和３年度と比較して 286,544,184 円（1.6％）の減少となっている。 

これは、主に構築物が 62,995,425 円（0.4％）、機械及び装置が 83,614,326 円

（5.6％）、建設仮勘定が 80,895,978 円（83.5％）増加したものの、建物が 517,638,278

円（34.5％）減少したことによるものである。（「資料２」参照） 

 

イ 流動資産 

流動資産は、令和３年度と比較して 280,648,680 円（22.3％）の減少となっている。 

これは、未収金が 21,150,698 円（15.6％）、貸倒引当金が 264,192 円（23.6％）

増加したものの、現金・預金が 301,330,827 円（27.4％）、貯蔵品が 732,743 円（2.9％）

減少したことによるものである。（「資料２」参照） 

 

⑵ 負 債 

負債の期末現在高は 14,962,746,863 円で、令和３年度と比較して 611,502,777 円

（3.9％）の減少となっている。 

その内訳は、固定負債が 10,253,099,369 円（負債資本に対する構成割合 54.6％）、

流動負債が 952,161,454 円（同割合 5.1％）及び繰延収益が 3,757,486,040 円（同割合

20.0％）である。 
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ア 固定負債 

固定負債は、全額、企業債であり、令和３年度と比較して 562,160,896 円（5.2％）

の減少となっている。（「資料２」参照） 

 

イ 流動負債 

流動負債は、令和３年度と比較して 55,072,411 円（5.5％）の減少となっている。 

これは主に、企業債が 19,371,609 円（2.2％）、引当金が 1,051,276 円（8.3％）

増加したものの、未払金が 39,055,991 円（54.3％）、未払い消費税及び地方消費

税が 36,441,900 円（98.1％）減少したことによるものである。（「資料２」参照） 

  

ウ 繰延収益 

繰延収益は、令和３年度と比較して 5,730,530 円（0.2％）の増加となっている。

（「資料２」参照） 

 

⑶ 資 本 

資本の期末現在高は 3,816,628,206 円で、令和３年度と比較して 44,309,913 円

（1.2％）の増加となっている。 

その内訳は、資本金が 2,996,308,742 円（負債資本に対する構成割合 16.0％）及び

剰余金が 820,319,464 円（同割合 4.3％）である。 

 

ア 資本金 

資本金は、令和３年度と比較して 46,006,662 円（1.6％）の増加となっている。 

これは、組入資本金が増加したことによるものである。（「資料２」参照） 

イ 剰余金 

剰余金は、令和３年度と比較して 1,696,749 円（0.2％）の減少となっている。 

これは、利益剰余金が減少したことによるものである。（「資料２」参照） 
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（単位：円、％）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

１ ａ 1,160,112,311 70.3 1,320,734,840 81.1 △ 160,622,529 △ 12.2

1,150,448,131 69.7 1,314,422,591 80.7 △ 163,974,460 △ 12.5

0 0.0 0 0.0 0 －

9,664,180 0.6 6,312,249 0.4 3,351,931 53.1

２ 486,574,279 29.5 303,640,479 18.6 182,933,800 60.2

6,816 0.0 28,923 0.0 △ 22,107 △ 76.4

0 0.0 0 0.0 0 －

193,323,502 11.7 45,708,737 2.8 147,614,765 322.9

292,889,094 17.8 257,586,533 15.8 35,302,561 13.7

354,867 0.0 316,286 0.0 38,581 12.2

３ 3,165,595 0.2 4,856,151 0.3 △ 1,690,556 △ 34.8

0 0.0 7,500 0.0 △ 7,500 皆減

11,000 0.0 0 0.0 11,000 皆増

3,154,595 0.2 4,848,651 0.3 △ 1,694,056 △ 34.9

(Ａ) 1,649,852,185 100.0 1,629,231,470 100.0 20,620,715 1.3

１ 1,443,479,845 89.9 1,346,855,946 88.2 96,623,899 7.2

179,775,825 11.2 162,888,291 10.7 16,887,534 10.4

357,329,790 22.3 339,442,410 22.2 17,887,380 5.3

77,091,447 4.8 55,810,241 3.7 21,281,206 38.1

8,381,500 0.5 6,733,520 0.4 1,647,980 24.5

779,123,890 48.5 763,041,864 50.0 16,082,026 2.1

41,777,393 2.6 18,939,620 1.2 22,837,773 120.6

２ 162,031,770 10.1 177,873,449 11.7 △ 15,841,679 △ 8.9

152,276,987 9.5 168,769,401 11.1 △ 16,492,414 △ 9.8

0 0.0 0 0.0 0 －

9,754,783 0.6 9,104,048 0.6 650,735 7.1

３ 31,219 0.0 1,849,214 0.1 △ 1,817,995 △ 98.3

0 0.0 0 0.0 0 －

0 0.0 1,681,129 0.1 △ 1,681,129 皆減

18,754 0.0 168,085 0.0 △ 149,331 △ 88.8

12,465 0.0 0 0.0 12,465 皆増

(Ｂ) 1,605,542,834 100.0 1,526,578,609 100.0 78,964,225 5.2

△ 58,343,510 △ 56.8

ｂ

(ア)

(イ)

(イ)－(ア) (Ｃ)

135,236,590

1,007,233,865

0

支 出 計

支

出

そ の 他

一 時 借 入 金 利 息

企 業 債 利 息

営 業 外 費 用

営 業 費 用

(Ａ)－(Ｂ)収 支 差 引

そ の 他 特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 損

災 害 に よ る 損 失

0.0ｂ/ａ×100累 積 欠 損 金 比 率

156,387,288

952,161,454

0

33,597,132

－

比 較

0

977,709,425

44,309,351 102,652,861

令 和 ４ 年 度

0

1,258,358,105

－

－

0.0

令 和 ３ 年 度

109,095,023

－

不 良 債 務 比 率 (Ｃ)/ａ×100

累 積 欠 損 金

流 動 資 産
不

良

債

務

う ち 未 収 金

流 動 負 債

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

差 引

特 別 損 失

受 取 利 息

雑 収 益

収 入 計

営 業 外 収 益

補 助 金

負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 特 別 利 益

そ の 他 の 営 業 費 用

動 力 費

人 件 費

物 件 費

薬 品 費

減 価 償 却 費

過 年 度 損 益 修 正 益

資料１

科 目

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

水　道　事　業　会　計　収　益　的　収　支　比　較　表　［　税　抜　］

収

入

そ の 他 営 業 収 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益
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資料２

（単位：円、％）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

17,801,665,644 94.8 18,088,209,828 93.5 △ 286,544,184 △ 1.6

17,799,966,790 94.8 18,086,510,974 93.5 △ 286,544,184 △ 1.6

土 地 486,520,967 2.6 486,520,967 2.5 0 0.0

建 物 982,522,036 5.2 1,500,160,314 7.8 △ 517,638,278 △ 34.5

構 築 物 14,501,675,369 77.2 14,438,679,944 74.6 62,995,425 0.4

機 械 及 び 装 置 1,568,546,677 8.4 1,484,932,351 7.7 83,614,326 5.6

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 74,311,038 0.4 72,174,494 0.4 2,136,544 3.0

車 両 運 搬 具 8,372,308 0.1 7,010,487 0.0 1,361,821 19.4

建 設 勘 定 178,018,395 0.9 97,032,417 0.5 80,985,978 83.5

1,698,854 0.0 1,698,854 0.0 0 0.0

電話加入権 1,698,854 0.0 1,698,854 0.0 0 0.0

977,709,425 5.2 1,258,358,105 6.5 △ 280,648,680 △ 22.3

798,003,095 4.2 1,099,333,922 5.7 △ 301,330,827 △ 27.4

156,387,288 0.9 135,236,590 0.7 21,150,698 15.6

△ 856,885 0.0 △ 1,121,077 0.0 264,192 23.6

24,175,927 0.1 24,908,670 0.1 △ 732,743 △ 2.9

0 0.0 0 0.0 0 －

18,779,375,069 100.0 19,346,567,933 100.0 △ 567,192,864 △ 2.9

10,253,099,369 54.6 10,815,260,265 55.9 △ 562,160,896 △ 5.2

10,253,099,369 54.6 10,815,260,265 55.9 △ 562,160,896 △ 5.2

952,161,454 5.1 1,007,233,865 5.2 △ 55,072,411 △ 5.5

892,260,896 4.8 872,889,287 4.5 19,371,609 2.2

0 0.0 0 0.0 0 －

32,880,732 0.2 71,936,723 0.4 △ 39,055,991 △ 54.3

716,400 0.0 37,158,300 0.2 △ 36,441,900 △ 98.1

0 0.0 0 0.0 0 －

13,679,124 0.1 12,627,848 0.1 1,051,276 8.3

12,624,302 0.0 12,621,707 0.0 2,595 0.0

3,757,486,040 20.0 3,751,755,510 19.4 5,730,530 0.2

8,925,256,364 47.5 8,652,451,577 44.7 272,804,787 3.2

△ 5,167,770,324 △ 27.5 △ 4,900,696,067 △ 25.3 △ 267,074,257 △ 5.4

14,962,746,863 79.7 15,574,249,640 80.5 △ 611,502,777 △ 3.9

2,996,308,742 16.0 2,950,302,080 15.2 46,006,662 1.6

348,498,500 1.9 348,498,500 1.8 0 0.0

9,552,000 0.1 9,552,000 0.0 0 0.0

2,638,258,242 14.0 2,592,251,580 13.4 46,006,662 1.8

820,319,464 4.3 822,016,213 4.3 △ 1,696,749 △ 0.2

534,175,945 2.8 534,175,383 2.8 562 0.0

286,143,519 1.5 287,840,830 1.5 △ 1,697,311 △ 0.6

3,816,628,206 20.3 3,772,318,293 19.5 44,309,913 1.2

18,779,375,069 100.0 19,346,567,933 100.0 △ 567,192,864 △ 2.9

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

無 形 固 定 資 産

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

資 本 金

未 払 金

未 払 い 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

前 受 金

引 当 金

預 り 金

固 定 負 債

企 業 債

流 動 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

前 払 金

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

水　道　事　業　会　計　貸　借　対　照　表　比　較　表

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較
科 目
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